
①
②

③
④

⑤

積
極
的
な
検
討
を
求
め
る
十
分
な
検
討
を
求
め
る

尊
重
さ
れ
た
い

慎
重
で
あ
る
べ
き

意
見
な
し

１
．
子
ど
も
・
子
育
て

1
2

1
8

1
2

6
0

0
0

２
．
街
づ
く
り
、
土
地
・
施
設
の
有
効
活
用

7
1
3

4
1

8
0

0

３
．
医
療
・
福
祉

7
8

5
2

1
0

0

４
．
マ
イ
ナ
ン
バ
ー

4
1
0

7
2

1
0

0

５
．
消
防
・
災
害
対
策
等

5
8

3
3

2
0

0

６
．
技
術
の
活
用

3
5

4
1

0
0

0

７
．
公
園
の
利
活
用

2
2

1
0

0
0

1

８
．
地
域
交
通

3
3

2
1

0
0

0

９
．
そ
の
他

8
8

4
1

1
0

2

7
5

4
2

1
7

1
3

0
3

合
計

全
国
市
長
会
意
見
　
重
点
事
項
の
内
訳

平
成
3
0
年
8
月
3
0
日

重
点
の
全
体
像

重
点
事
項
数

提
案
件
数

7
5
件
/
1
8
8
件

全
国
市
長
会
意
見
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１ 子ども・子育て 

管理

番号 

区

分 
提案 団体名 全国市長会意見 

33 Ｂ 
幼保連携型認定こども園の

保育教諭の経過措置規定に

関する見直し 

九重町 

提案団体の提案の実現に向け

て、積極的な検討を求める。 

194 Ｂ 豊中市 

230 Ｂ 館山市 

276 Ｂ 九州地方知事会、大分県 

55 Ｂ 

一時預かり事業（幼稚園型）

の人員配置基準の緩和及び

幼稚園免許更新対象者の拡

大 

南房総市、水戸市 
提案団体の提案の実現に向け

て、十分な検討を求める。 

130 Ｂ 

児童養護施設に配置すべき

職員の数に幼稚園教諭を含

めることができるよう見直

し 

鳥取県、滋賀県、京都府、

大阪府、堺市、兵庫県、

神戸市、和歌山県、徳島

県、中国地方知事会、将

来世代応援知事同盟 

提案団体の提案の実現に向け

て、十分な検討を求める。 

54 Ｂ 家庭的保育事業等における

連携施設に関する要件の見

直し 

さいたま市 提案団体の提案の実現に向け

て、積極的な検討を求める。 274 Ｂ 特別区長会 

34 Ｂ 

放課後等デイサービスの利

用対象を専修学校に通う児

童まで拡大する見直し 

東大阪市 
提案団体の提案の実現に向け

て、積極的な検討を求める。 

228 Ｂ 

保育所型事業所内保育事業

の受入れ児童の対象年齢の

拡充等 

沖縄市 
提案団体の提案の実現に向け

て、十分な検討を求める。 

211 Ｂ 
共同保育の実施可能日の拡

大 

大阪市、兵庫県、神戸市、

和歌山県、鳥取県、徳島

県 

提案団体の提案の実現に向け

て、十分な検討を求める。 

なお、所管省からの回答が「現

行規定により対応可能」となっ

ているが、十分な周知を行うこ

と。 
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１ 子ども・子育て（続き） 

  

管理

番号 

区

分 
提案 団体名 全国市長会意見 

180 Ａ 

療育手帳の交付決定権限の

都道府県から児童相談所を

設置している中核市への移

譲 

兵庫県、滋賀県、大阪府、

堺市、明石市、鳥取県、

徳島県、関西広域連合 

提案団体の提案の実現に向け

て、積極的な検討を求める。 

なお、既に児童相談所を設置し

ている中核市については、新た

な事務負担が生じることのない

よう配慮すること。 

198 Ｂ 

子ども・子育て支援新制度

における保育士等の処遇改

善に係る制約の見直し 

静岡県、神奈川県、浜松

市、沼津市、三島市、伊

東市、富士市、藤枝市、

御殿場市、袋井市、湖西

市、牧之原市、長泉町、

吉田町 

提案団体の提案の実現に向け

て、積極的な検討を求める。 

210 Ｂ 
育児休業等の期間延長に係

る手続の見直し 

大阪市、京都市、堺市、

箕面市、兵庫県、神戸市、

和歌山県、鳥取県、徳島

県 

提案団体の提案の実現に向け

て、積極的な検討を求める。 

14



２ 街づくり、土地・施設の有効活用 
管理

番号 

区

分 
提案 団体名 全国市長会意見 

48 Ａ 

農地中間管理事業に係る制

度の見直し 

青森県 

提案団体の意見を十分に尊重さ

れたい。 

なお、手続の簡素化に向け、対

応を求める。 

102 Ｂ 

秋田県、男鹿市、鹿角市、

由利本荘市、仙北市、小

坂町、上小阿仁村、藤里

町、五城目町、羽後町、

東成瀬村 

手続の簡素化に向け、対応を求

める。 

103 Ｂ 

秋田県、青森県、男鹿市、

鹿角市、由利本荘市、仙

北市、小坂町、上小阿仁

村、藤里町、五城目町、

羽後町、東成瀬村 

116 Ｂ 
群馬県、福島県、栃木県、

新潟県 

181 Ｂ 

兵庫県、滋賀県、京都府、

大阪府、和歌山県、徳島

県 

227 Ｂ 栃木県、新潟県 

284 Ｂ 九州地方知事会 

122 Ｂ 
土地改良事業に係る受益地

の変更要件等の明確化 
岡山県 

提案団体の提案の実現に向け

て、十分な検討を求める。 

35 Ｂ 

公立社会教育施設について

地方公共団体の選択によ

り、教育委員会から首長部

局への移管を可能とする見

直し 

名張市 
提案団体の提案の実現に向け

て、積極的な検討を求める。 
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２ 街づくり、土地・施設の有効活用（続き） 
管理

番号 

区

分 
提案 団体名 全国市長会意見 

292 Ｂ 
指定管理者制度の対象施設

の見直し 
浜松市、裾野市 

提案団体の提案の実現に向け

て、積極的な検討を求める。 

なお、所管省からの回答が「現

行規定により対応可能」となっ

ているが、事実関係については

提案団体との間で十分確認を行

うべきである。 

305 Ｂ 

公立大学法人の所有する土

地等の第三者貸付要件の見

直し 

指定都市市長会 

提案団体の意見を十分に尊重さ

れたい。 

なお、所管省からの回答が「現

行規定により対応可能」となっ

ているが、文書により十分な周

知を行うこと。 

16



３ 医療・福祉

管理

番号 

区

分 
提案 団体名 全国市長会意見 

14 Ｂ 火葬場の設置・運営に係る

広域化・官民連携のための

見直し 

富山市 
提案団体の提案の実現に向け

て、積極的な検討を求める。 15 Ｂ 

49 Ｂ 介護認定に係る調査事務を

委託する際の職員の資格要

件の見直し 

所沢市 提案団体の提案の実現に向け

て、積極的な検討を求める。 319 Ｂ 那覇市 

67 Ｂ 

介護予防・日常生活支援総

合事業の事業所指定方法の

見直し 

砥部町、今治市、新居浜

市、西条市、大洲市、伊

予市、四国中央市、西予

市、東温市、久万高原町、

内子町、伊方町、松野町、

鬼北町、愛南町 

提案団体の提案の実現に向け

て、十分な検討を求める。 

52 Ｂ 
重度訪問介護の訪問先の見

直し 
さいたま市 

提案団体の意見を十分に尊重さ

れたい。 

169 Ｂ 
介護保険における施設移転

に係る住所地特例の見直し 

兵庫県、多可町、滋賀県、

京都府、堺市、神戸市、

和歌山県、鳥取県、徳島

県、兵庫県町村会 

提案団体の提案の実現に向け

て、積極的な検討を求める。 

170 Ｂ 

介護老人保健施設等に係る

未利用国有地の貸付の対象

施設の見直し 

兵庫県、京都府、大阪府、

和歌山県、鳥取県、徳島

県、京都市、神戸市、関

西広域連合 

提案団体の提案の実現に向け

て、積極的な検討を求める。 

7 Ｂ 
へき地における管理薬剤師

の兼務許可要件の見直し 
萩市 

提案団体の提案の実現に向け

て、積極的な検討を求める。 

74 Ｂ 

食品の特別用途表示の許可

申請に係る都道府県経由事

務の廃止 

愛知県 
提案団体の提案の実現に向け

て、十分な検討を求める。 

17



４ マイナンバー 
管理

番号 

区

分 
提案 団体名 全国市長会意見 

290 Ｂ 

郵便局員による本人確認と

マイナンバーカード交付事

務に関する見直し 

大村市 
提案団体の意見を十分に尊重さ

れたい。 

8 Ｂ マイナンバーによる情報連

携の項目追加等について 

広島県、広島市 提案団体の提案の実現に向け

て、十分な検討を求める。 297 Ｂ 相模原市 

207 Ｂ 

再発行事務におけるマイナ

ンバー記入の廃止 

各務原市 

提案団体の提案の実現に向け

て、積極的な検討を求める。 

208 Ｂ 

209 Ｂ 

316 Ｂ 今治市 

20 Ｂ 

マイナンバー利用と個人情

報保護の両立 

豊田市 

提案団体の提案の実現に向け

て、積極的な検討を求める。 
31 Ｂ 千葉県、神奈川県 

156 Ｂ 郡山市 
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５ 消防・災害対策等 
管理

番号 

区

分 
提案 団体名 全国市長会意見 

6 Ｂ 

地方公共団体が実施する災

害時飛行を目的とする無人

航空機の飛行訓練時の規制

の見直し 

川口市 

提案団体の提案の実現に向け

て、十分な検討を求める。 

なお、所管省からの回答が「現

行制度下においても対応可能」

となっているが、十分な周知を

行うこと。 

216 Ｂ 

災害救助法に基づく借上型

応急仮設住宅の供与に関す

る見直し 

熊本市 
提案団体の提案の実現に向け

て、十分な検討を求める。 

196 Ｂ 災害援護資金の貸付制度の

見直し 

八戸市、三沢市、おいら

せ町、階上町 提案団体の意見を十分に尊重さ

れたい。 
212 Ｂ 熊本市 

17 Ｂ 産業廃棄物処理施設の設置

者における特例の対象とな

る一般廃棄物及び処理施設

の拡大 

袋井市 

提案団体の提案の実現に向け

て、積極的な検討を求める。 

なお、所管省からの回答が「現

行規定により対応可能」となっ

ているが、事実関係については

提案団体との間で十分確認を行

うべきである。 

214 Ｂ 熊本市 提案団体の提案の実現に向け

て、積極的な検討を求める。 308 Ｂ 指定都市市長会 

78 Ｂ 
消防団員等が消防車両を運

転する際の特例制度の創設 

鳴沢村、市川三郷町、早

川町、身延町、南部町、

富士川町、昭和町、道志

村、西桂町、忍野村、山

中湖村、富士河口湖町、

小菅村、丹波山村 

提案団体の提案の実現に向け

て、十分な検討を求める。 
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６ 技術の活用 
管理

番号 

区

分 
提案 団体名 全国市長会意見 

13 Ｂ 

電子マネーを利用した公金

の収納を可能とする見直し 

広島市、広島県 

提案団体の提案の実現に向け

て、積極的な検討を求める。な

お、所管省からの回答が「現行

規定により対応可能」となって

いるが、文書により十分な周知

を行うこと。 

96 Ｂ 

埼玉県、東京都、所沢市、

狭山市、坂戸市、川越市、

伊奈町、美里町、小鹿野

町 

200 Ｂ 

茨城県、日立市、土浦市、

古河市、結城市、龍ケ崎

市、下妻市、常総市、常

陸太田市、笠間市、取手

市、牛久市、つくば市、

鹿嶋市、那珂市、筑西市、

坂東市、かすみがうら市、

行方市、つくばみらい市、

小美玉市、茨城町、大洗

町、栃木県、群馬県、新

潟県 

163 Ｂ 

搭乗型移動支援ロボットの

公道実証実験に係る運転免

許要件の明確化 

横浜市 
提案団体の提案の実現に向け

て、十分な検討を求める。 

223 Ｂ 

高等学校の遠隔教育におけ

るオンデマンド型授業の実

施に係る見直し 

高知県、愛媛県 

提案団体の提案の実現に向け

て、積極的な検討を求める。な

お、所管省からの回答が「現行

規定により対応可能」となって

いるが、文書により十分な周知

を行うこと。 
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７ 公園の利活用 
管理

番号 

区

分 
提案 団体名 全国市長会意見 

224 Ｂ 

国定公園の指定日前から存

在する建築物の許可基準の

見直し 

菰野町、三重県 
提案団体の提案の実現に向け

て、積極的な検討を求める。 

166 Ａ 

国立公園の集団施設地区に

おいて保養所等を公園事業

（宿舎）として認める要件

の明確化及び認可権限の都

道府県知事への移譲 

兵庫県、滋賀県、京都府、

徳島県 
意見なし 

 
 
 
８ 地域交通 

管理

番号 

区

分 
提案 団体名 全国市長会意見 

32 Ａ 

鉄道事業・一般乗合旅客自

動車運送事業の輸送実績報

告等の提出先の国から都道

府県への変更 

千葉県 
提案団体の提案の実現に向け

て、積極的な検討を求める。 

129 Ｂ 

自家用有償旅客運送による

少量貨物運送の手続・要件

の見直し 

鳥取県、京都府、兵庫県、

和歌山県、徳島県、広島

県、山口県、京都市 

提案団体の提案の実現に向け

て、十分な検討を求める。 

289 Ｂ 

市街化調整区域において区

域運行事業等の用に供する

施設を設置する場合の手続

の見直し 

全国知事会、全国市長会、

全国町村会 

提案団体の提案の実現に向け

て、積極的な検討を求める。 
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９ その他 
管理

番号 

区

分 
提案 団体名 全国市長会意見 

106 Ａ 

経済産業大臣の登録を受け

た登録電気工事業者等に対

する危険等防止命令の国か

ら都道府県への権限移譲 

山梨県 意見なし 

109 Ｂ 

旅券発給等事務に係る歳入

歳出外現金を私人へ委託可

能とする見直し 

大阪府、堺市、兵庫県、

鳥取県、徳島県、関西広

域連合 

提案団体の提案の実現に向け

て、積極的な検討を求める。な

お、所管省からの回答が「現行

規定により対応可能」となって

いるが、事実関係について提案

団体との間で十分確認を行うべ

きである。 

120 Ｂ 
建築士審査会の委員任期の

条例委任 
群馬県、茨城県、栃木県 意見なし 

160 Ｂ 
指定都市における人事委員

会の必置の見直し 
神戸市 

提案団体の意見を十分に尊重さ

れたい。 

61 Ｂ 
海区漁業調整委員会の補欠

選挙の実施要件の見直し 

京都府、大阪府、兵庫県、

和歌山県、鳥取県、徳島

県 

提案団体の実現に向けて、積極

的な検討を求める。 

57 Ｂ 

財政健全化法に基づく健全

化判断比率の算定・報告の

一元化 

京都府、滋賀県、京都市、

福知山市、舞鶴市、綾部

市、宇治市、宮津市、亀

岡市、城陽市、向日市、

八幡市、京田辺市、京丹

後市、木津川市、大山崎

町、久御山町、井手町、

宇治田原町、笠置町、和

束町、南山城村、京丹波

町、伊根町、与謝野町 

大阪府、堺市、兵庫県、

神戸市、和歌山県、鳥取

県、徳島県 

提案団体の実現に向けて、積極

的な検討を求める。 
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10 フォローアップ案件 

提案 団体名 全国市長会意見 

放課後児童クラブに係る

「従うべき基準」等の見直

し 

豊田市、うるま市、九州

地方知事会、長洲町、岐

阜県、本巣市、中津川市、

全国知事会、全国市長会、

全国町村会、出雲市、栃

木県、松山市、広島市 

提案団体の提案の実現に向け

て、積極的な検討を求める。 

学校給食費に係る児童手当

からの特別徴収 
伊丹市 

提案団体の提案の実現に向け

て、十分な検討を求める。 

町村の都市計画に係る都道

府県同意の廃止 
酒々井町、全国町村会 意見なし 
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11 全国市長会提案 
管理

番号 

区

分 
提案 

国土交通省 

１次回答 
全国市長会意見 

296 Ｂ 

市町村が地域の実

情に応じて公園の

設置を判断できる

よ う 枠 付 け の 廃

止・緩和 

 開発行為において、公園等

の設置を求めているのは、良

好な住環境の形成や防災上の

見地から開発区域内の利用者

にとって必要な最低限の公共

空地を確保するためであり、

また、開発行為完了後も適切

に管理される必要があること

から、原則として市町村の管

理に属するものとしている

（都市計画法第 39 条）ところ

である。 

 このような趣旨を踏まえる

と、提案団体が示しているよ

うな田畑は、一般的には公共

空地としての役割を果たし得

ず、民有地であることから開

発行為完了後も周辺に存在し

続けることが担保されていな

いことから、開発区域の周辺

に単に田畑が存することをも

って、公園等の設置を不要と

することは適当ではない。 

 良好な住環境の形成や防災上の

見地から必要最低限の公共空地を

確保する必要性は否定しないが、

住民にとって利用価値が低く、ま

た、自治体、住民とも維持管理に

苦慮する小規模な公園等が多数設

置されている現行制度を正当化

し、その維持管理費用について、

住民の負担を求め続けることが困

難となっている。 

 そもそも、本提案は、開発区域

周辺に単に田畑が存することのみ

を前提とするものではない。現に

追加提案団体の支障事例として、

開発区域に隣接して緩衝緑地が存

する場合や廃止した学校跡地を公

園等として新たに整備する場合等

も示されている。良好な住環境の

形成や防災上の見地から必要最低

限の公共空地を確保するために

も、これらの支障事例を十分に考

慮した上で、提案の実現に向けて、

積極的な検討を求める。 
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放課後児童支援員 関係条文 

 

○児童福祉法 

第 34条の８の２第２項 

市町村が前項の条例を定めるに当たっては、放課後児童健全育成事業に従事する者及び

その員数については厚生労働省令で定める基準に従い定めるものとし、その他の事項につ

いては厚生労働省令で定める基準を参酌するものとする。 

 

○平成 26年厚生労働省令第 63号 

（職員）第 10条 

放課後児童健全育成事業者は、放課後児童健全育成事業所ごとに、放課後児童支援員を

置かなければならない。 

２ 放課後児童支援員の数は、支援の単位ごとに２人以上とする。ただし、その１人を除

き、補助員（放課後児童支援員が行う支援について放課後児童支援員を補助する者をい

う。第５項において同じ。）をもってこれに代えることができる。 

３ 放課後児童支援員は、次の各号のいずれかに該当する者であって、都道府県知事が行

う研修を修了したものでなければならない。（略） 

４ 第二項の支援の単位は、放課後児童健全育成事業における支援であって、その提供が

同時に一又は複数の利用者に対して一体的に行われるものをいい、一の支援の単位を構

成する児童の数は、おおむね 40 人以下とする。 

５ 放課後児童支援員及び補助員は、支援の単位ごとに専ら当該支援の提供に当たる者で

なければならない。ただし、利用者が 20 人未満の放課後児童健全育成事業所であって、

放課後児童支援員のうち一人を除いた者又は補助者が同一敷地内にある他の事業所、施

設等の職務に従事している場合その他の利用者の支援に支障がない場合は、この限りで

ない。 

 

○職員の資質向上・人材確保等研修事業の実施について（厚生労働省雇用均等・児童家庭

局長通知平成 27 年５月 21 日、平成 28年９月 12日一次改正、平成 29 年４月３日第二次

改正） 

２事業の実施 

事業の実施に当たっては、次によること。… 

（９）放課後児童支援員等研修事業実施要綱… 

Ⅰ放課後児童支援員認定資格研修事業（都道府県認定資格研修ガイドライン）【後頁参照】 
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